
第 60 回  

 
事 業 報 告 書 

 

 

 
自 平成 22 年 4 月 1 日 

至 平成 23 年 3 月 31 日 

 

 

 

 

 

 
財団法人 国土地理協会



1 
 

Ⅰ 法人の概況 
 

1 設立年月日 
昭和 26 年 4 月 28 日 

 
2 寄附行為に定める目的 

協会は、地域社会の特性、伝統文化の表現である地理・地名・地図等について調査研究

を行うとともに、これらの情報・資料の提供等を通じて、住民による地域文化の創造、振

興への取り組みを助長し、もって地域の振興に寄与することを目的とする。 
 

3 寄附行為に定める事業内容 
(1) 地域社会の地理・地名・地図その他事象に関する調査研究及び資料の収集・整理・保

存・紹介 
(2) 市町村制度及び広域行政制度並びにその運用に関する調査研究 
(3) 地方公共団体が行う地域政策に関する調査研究 
(4) 前各号に掲げる事項に関する諸外国の事例の調査研究 
(5) 前各号に掲げる事業により収集した資料情報の提供及び図書の刊行 
(6) 第 1 号から第 3 号までに掲げる事項に関するシンポジウムの開催等普及啓発事業の実

施 
(7) その他協会の目的を達成するために必要な事業 
 

4 所管官庁に関する事項 
    所管官庁：総務省 自治行政局 住民制度課 
 

5 会員の状況 
種 類 当 期 末 前期末比増減 
正 会 員 17 団体    0 団体 

合 計 17 団体  0 団体 

 
6 主たる事務所の状況 

    主たる事務所：東京都港区西新橋三丁目 5 番 2 号 
           西新橋第一法規ビル 6 階 7 階 
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Ⅱ 事業の状況 
 

1 事業の実施状況 
 
（事務局会計事業） 
［1］ 調査研究事業 

１．資料の提供事業（第 4・5 号事業） 
 地域社会及び諸外国の地理・地名・地図等に関する調査研究によって収集した資料を整理

分類し、その情報を提供しました。 
（1）「地図 info」（地図・地域情報閲覧システム）の提供 

財団法人日本地図センターが平成 18 年 10 月より提供している「地図 info」に、共同提供

先として、地図・地名・地域情報の普及に努めました。 
（2）「東京バス案内 Web」への情報提供 

一般社団法人東京バス協会が、バスの利用促進・利便性の向上にむけた活動の一環として

配信している「東京バス案内 Web」へのバス停留所の緯度経度情報、系統別ネットワーク情

報、主要駅のりば案内図等の各種データを提供し、バス利用者の利便性に貢献しました。 
 
２．問い合わせに対する回答事業（第 1 号事業） 

 地名・人口・地理・地図等に関する問い合わせや質問等に対し、調査研究によって収集し

た資料及び情報を基に回答しました。 
（1）地名情報の問い合わせに対する回答 

・電話による問い合わせ、文書による照会等に対しては即刻回答しました。 
（2）人口情報の問い合わせに対する回答 

・市区町村別人口の自然増減・社会増減や年齢 5 歳階級別人口等の問い合わせに対しては即

刻回答しました。 
（3）地理・地図情報の問い合わせに対する回答 

・電話による問い合わせ、文書による照会等に対しては即刻回答しました。 
（4）地域社会情報の問い合わせに対する回答 

・地域社会に関する質問に対しても即刻回答できるものは回答し、調査を要するものについ

ては調査を行ったり、適切な回答者を紹介しました。 
 
３．出版物、収集資料の公開事業（第 1 号事業） 

 地名・人口・地理・地図に関する調査研究によって収集した資料を分類整理し、閲覧希望

者に対し資料の公開を行いました。 
・資料公開時間：平日 10：00～12：00 / 13：00～16：00（年末年始を除く） 
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４．ホームページによる情報提供事業（第 1 号事業） 
 全国の地名に関し調査収集を行い、収集した資料を基に研究・整理した変更情報や郵便番

号の変更及び市町村合併情報等、市町村の新設・編入・市制・町制等廃置分合に関する最新

情報をインターネットホームページで公開し日々更新しました。 
 
５．資料配布事業（第 6 号事業） 

従来から調査研究した資料を基に図書・地図等を作成、また刊行した各種図書や地図等

を、国、地方公共団体及び関係機関に無償配布し、地域の生活文化の向上に貢献しました。 
（1）住民基本台帳人口要覧 平成 22 年版       5,161 部 
    ※全国の市区町村、図書館及び協会会員等の関係機関へ無償配布しました。 
（2）東京都内乗合バス・ルートあんない第 16 版        2,073 部  
    ※地図展 in おおたの来場者に無償配布しました。 
（3）「一目でわかる平成の大合併」平成 22 年版     15,000 部 

※関係各機関及び一般希望者（ホームページで募集）に無償で配布しました。 
（4）「平成 23 年カレンダー全国市町村マップ」     5,000 部  
    ※関係各機関及び一般希望者（ホームページで募集）に無償で配布しました。 
 
［2］ 地域政策研究事業 

１．定住自立圏推進事業（第 2・3 号事業） 
総務省が掲げる定住自立圏構想の、ポータルサイトを平成 22 年 7 月 20 日に開設し

（http://www.teijyu-jiritsu.jp/）情報収集並びに発信を行い、本構想の周知に貢献しました。 
 
２．地域振興のための情報提供事業（第 2・3 号事業） 

一般社団法人東京バス協会が、バスの利用促進・利便性の向上にむけた活動の一環とし

て配信している「東京バス案内 Web」へのバス停留所の緯度経度情報、系統別ネットワー

ク情報、主要駅のりば案内図等の各種データを提供し、バス利用者の利便性に貢献しまし

た。 
 
[3] 学術研究奨励基金事業 

１．学術研究奨励金助成事業（第 1 号事業） 
平成 22 年度は、50 件（申請総額 43,532,609 円）の助成金交付申請があり、審査委員５名

による個別審査と審査会議を経て、6 件の申請に対し総額 4,500,000 円を助成しました。 
また、平成 23 年度における助成事業の実施に向けて、全国の大学の地理学教室等 303 ヶ

所に募集要項と助成金交付申請書を配布したほか、主な地理学関係の 6 学会に働きかけて広

報活動を実施しました。 
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２．補助金等の支給事業（第 6 号事業） 
地域の社会教育や文化活動の振興のために、教育機関・各種団体・研究会等が行う調査

研究・広報活動・及び社会科教育の普及啓発に対する事業に助成金を支給することとし、

本年度は、4 件の申請に対し総額 510,000 円を助成しました。 
   
 
 [4] 普及啓発事業 

１．研修・セミナー等開催事業（第 6 号事業） 
イ 前年度に引き続き、次のテーマによる４回の研究セミナーを開催しました。 

1）第 80 回研究セミナー 
日時：平成 22 年 6 月 10 日 
場所：九段会館 
参加者：40 名 
テーマ：①『クラウド維新 ～新時代。勝ち残りのための情報セキュリティ～』 

     株式会社ラック 取締役常務執行役員 最高技術責任者 

西本 逸郎 氏 

②『クラウド環境に於ける 情報セキュリティの留意点とセキュリティ 

・リスク』 

     株式会社オープンストリーム 取締役 村田 哲也氏 

2）第 81 回研究セミナー 
日時：平成 22 年 9 月 9 日 
場所：九段会館 
参加者：36 名 
テーマ：①『電子出版元年：ipad,kindle,…板型デバイスで変わる読書環境』 
     イースト株式会社 代表取締役社長   下川 和男氏 

②『電子出版ビジネスの今後と課題』 

株式会社インプレス R&D 代表取締役社長/発行人  井芹 昌信氏 
3）第 82 回研究セミナー 
日時：平成 22 年 12 月 9 日 
場所：九段会館 

参加者：55 名 

テーマ：『グローバル企業の IT 変遷と、クラウドへの取り組みについて』 

      日本オラクル株式会社 専務執行役員  石積 尚幸氏 

4）第 83 回研究セミナー 
日時：平成 23 年 3 月 9 日 
場所：ホテルルポール麹町（麹町会館） 
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参加者：35 名 
テーマ：①『ガラパゴス化する日本：世界に学ぶデジタル印刷の活用法』 

      日本ヒューレット・パッカード株式会社 

       取締役 執行役員   挽野 元氏 

②『オンデマンド印刷によるビジネス変化について』 

  大日本印刷株式会社 グループリーダー  山岡 功氏 
 

  ロ 今年度は、平成 22 年 11 月 11～12 日に静岡県御殿場市の「遊彩の樹」において協賛社研

修会を開催しました。参加者は 12 名でした。 

 

２．ニューズレターの発行事業（第 6 号事業） 
前年度に引き続き、地名・人口・地理・地図に関して収集した資料や、市町村制度及び定

住自立圏構想関連、地域政策等の地域振興に関して収集した資料、各地域の先進的な施策や

取り組みに関する事例等、有用な情報を広く一般に普及・啓発することを目的に、これらの

情報等を平易に解説した内容を盛り込んだニューズレターを編集発行しました。 

・夏号  6 月 18 日発行   2,100 部（無償配布） 

・秋号  9 月 6 日発行   2,100 部（無償配布） 

・冬号  12 月 15 日発行   2,000 部（無償配布） 

・春号  3 月 9 日発行    2,000 部（無償配布） 

 
３．その他普及啓発事業（第 6 号事業） 

今年度も不特定多数を対象として、インターネットホームページで以下の情報を提供し

ました。 
①助成金事業実施の情報。 
②セミナー・検定等の開催情報。 
③資料室の資料公開の情報。 
④協会出版物の情報。 
⑤各種データベースの情報。 

 
[5] 資格付与事業 

１．地図地理検定事業（第 7 号事業） 
財団法人日本地図センターが平成 16 年 10 月より実施している「地図力検定」（第 13 回

までの名称）に第 14 回「地図地理検定」（第 14 回より名称変更）より共同開催とし、地

図・地理・地名の普及に努めました。 
1）第 14 回地図地理検定 試験実施状況 
日時：平成 22 年 11 月 28 日 13：00～14：20（一般）/15：00～16：00（専門） 
受験者数：一般 330 名  専門 183 名 
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場所及び受験者内訳は次のとおりでした。 
札幌市生涯学習総合センター   受験者  21 名（一般）/ 13 名（専門） 
仙台市市民会館         受験者  17 名（一般）/ 8 名（専門） 
豊島区立勤労福祉会館 （東京） 受験者  118 名（一般）/ 84 名（専門） 
中産連ビルディング （名古屋） 受験者  19 名（一般）/ 13 名（専門） 
淀川区民センター   （大阪） 受験者  21 名（一般）/ 21 名（専門） 
RCC 文化センター  （広島） 受験者  10 名（一般）/ 10 名（専門） 
ゼンリン福岡ビル        受験者  18 名（一般）/ 23 名（専門） 
立正大学熊谷校舎        受験者  106 名（一般）/ 11 名（専門） 
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（本部会計事業） 

[1] 調査研究事業 

１. 地域社会の調査研究事業（第1号事業） 

Ａ.全国の地名調査事業 

（1） 市制・町制等の調査を行いました。 

今年度の合併・市制・編入は別紙のとおりとなりました。             

（2） 定期的な地名調査については、全国にわたってその動向調査を行いました。 

（3） 整理がついたものから順次加除式図書により、情報として提供しました。提供した加 

除式図書は次のとおりです。 

① 国土行政区画総覧 

② 全国町・字ファイル 

③ 国土行政区画コード総覧 

④ カナ文字入日本行政区画番号帳・地域テーブルコードブック 

⑤ アドレス 

 

Ｂ.全国の人口調査事業 

全国の人口・世帯数及び人口動態等を、全国にわたってその動向調査を行い、その

情報を磁気媒体等により関係者に提供しました。提供した磁気媒体は次のとおりです。 

① 全国人口統計マスター 

② 全国人口・面積統計マスター 

 

[2] 情報提供事業 

１. 地名情報等データの提供事業（第5号事業） 

（1）地名に関する情報データの提供 

    地名情報等を、希望する事業所等へ磁気媒体により提供しました。提供した磁気媒

体は次のとおりです。 

① 全国町・字ファイル 

② 国土行政区画コード総覧 

③ カナ文字入日本行政区画番号帳・地域テーブルコードブック 

④ アドレス 
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⑤ 役場管轄区域ファイル 

⑥ 住民基本台帳人口要覧ファイル 

⑦ 緯度経度付き全国市町村役場データベース 

⑧ 大口事業所個別郵便番号データベース 

（2）情報処理受託事業 

    平成10年２月に実施された新郵便番号制に関して、郵政事業庁のインターネット・

ホームページの更新に協力しました。その他の受託事業は次のとおりです。 

① 新郵便番号情報の加工 

② 小字地名調査 

③ その他コーディング作業等の受託 

          

２．図書の刊行事業（第5号事業） 

（1）官公庁・事業所用の地名図書の「国土行政区画総覧」の普及と保守を行いました。 

（2）官公庁・事業所用の「全国町・字ファイル」・「カナ文字入日本行政区画番号帳」等の

地名図書の普及と保守を行いました。 

（3）地理・地図・人口・無形文化財等に関する調査研究によって収集した資料を分類し、単 

行本を出版し普及を行いました。今年度の新規出版物は次のとおりです。 

① 住民基本台帳人口要覧 平成22年版 

② 民俗資料選集 第41巻 

③ 民俗資料選集 第42巻 

④ 神奈川県内乗合バス・ルートあんない №2 

⑤ 千葉県内乗合バス・ルートあんない  №3 

 

３. 受託事業（第6号事業） 

（1）地図に関する印刷物等の受託。 

    ・  長野県カレンダー－長野県自動車標板協会 

  ・  神奈川県貸切バス運行キロ程基準図－神奈川県バス協会 

・ 関東ブロック観光マップ－日本観光協会 

・ 千葉県内乗合バス・ルートあんない－千葉県バス協会 

    ・  世田谷区とその周辺－世田谷区 

  ・ その他多数 
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（2）図書に関する印刷物等の受託。 

    ・  「住民基本台帳人口要覧」－総務省 

・  無形の民俗文化財 記録第56集（民俗資料選集 第41巻） 

「豊後の水車習俗－大分県」－文化庁 

・  無形の民俗文化財 記録第57集（民俗資料選集 第42巻） 

「越中の田の神行事－富山県」－文化庁 

（特別会計事業） 

[1] 情報提供事業 

１. 仕入販売物事業（第5号事業） 

    平成22年度は次の商品を仕入れ、加工を施し販売しました。 

  ・  アドレスイン/市外・市内局番ファイル…ＮＴＴ情報開発㈱ 

  ・  トータルマーケティングデータベース…国際航業㈱他 

  ・  緯度経度付き全国沿線・駅（バス）データベース…国際航業㈱ 

・ 住所コード付番システム…日本アイ・ビー・エムビズインテック㈱ 

・ 路線価・地価公示・地価調査データベース…寿精版印刷㈱ 

・ 推計年齢階級別付き全国人口統計マスター…㈱日本統計センター 

・ 電話番号履歴データベース…㈱クローバー・ネットワーク・コム 

・ 緯度経度付きバス停留所データベース…㈱ディケイ総合研究所他 

・ 緯度経度付き全国金融機関データベース…㈱日比谷コンピュータシステム 
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2 重要な契約に関する事項 
   平成 22 年度においてはありませんでした。 
 
3 収支及び正味財産増減の状況並びに財産の状態の推移 

                              単位：千円 
事  業  年  度 20 年 3 月期 21 年 3 月期 22 年 3 月期 23 年 3 月期 
前期繰越収支差額 194,077 58,074 134,431 89,559 
当 期 収 入 合 計 11,943,556 1,931,145 1,566,005 1,324,521 
当 期 支 出 合 計 12,079,559 1,854,788 1,610,877 1,375,998 
当 期 収 支 差 額 △136,003 76,357 △44,872 △51,477 
次期繰越収支差額 58,074 134,431 89,559 38,082 
資  産  合  計 6,257,470 6,605,892 6,894,656 7,299,047 
負  債  合  計 450,817 422,815 337,793 345,742 
正  味  財  産 5,806,653 6,183,077 6,556,863 6,953,305 

 
 
Ⅲ 法人の課題 
   さらなる公益事業等の拡大が課題です。 
 
Ⅳ 決算期後に生じた法人の状況に関する重要な事実 
   決算期後に、当協会の収支や正味財産の状態に重要な影響を及ぼす事実は生じておりませ

ん。 
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[1] 調査研究事業 

１. 全国の地名調査事業 

1）市制・町制等の調査 

・合併・市制・編入等は次のとおりです。 

北海道雨竜郡幌加内町(JIS 01439)     →  幌加内町(JIS 01472) 

       （空知支庁）           （上川総合振興局） 

北海道天塩郡幌延町(JIS 01488)      →   幌延町(JIS 01520) 

       （留萌支庁）           （宗谷総合振興局） 

神奈川県相模原市             →   相模原市緑区・中央区・南区 

 

 


